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 事業概要 

 

1.1. 事業の背景及び目的 

近年、ICT 等の新技術の開発が著しく進展しており、森林・林業分野においても、デジ

タルデータの活用により、森林管理や林業の効率化等を図ることが期待されている。「森林・

林業基本計画」（令和３年６月 15 日閣議決定）においては、森林関連情報の整備・提供や

デジタル化の推進を行うこととしており、具体的には、レーザ測量等による森林資源情報

の精度向上、都道府県ごとに導入している森林クラウドへの情報の集積・共有・高度利用、

施業集約化に取り組む者等に対する必要な情報提供を進めることとされている。 

都道府県では、積極的にレーザ計測や森林資源解析が行われ、高精度な森林資源情報（樹

高・蓄積等）の取得が進んでいる。レーザ由来の森林情報を林業経営体が二次利用するこ

とは、施業集約化や生産計画立案を行う上で有用であるが、オンライン提供に適したファ

イルサイズへのデータ加工等や、オンラインによる情報提供・公開に関する手法が十分に

検討されていない。 

そのような背景から、「成長戦略フォローアップ」（令和３年６月 18 日閣議決定）では、

スマート林業を推進する方策の一つとして、民有林・国有林の森林資源情報を公開する手

法の検討が位置づけられた。 

森林情報の公開に際しては、全国のデータが同じ形式に標準化されていることが望まし

い。これまでの標準化の取組としては、森林簿情報等について「森林クラウドシステムに

係る標準仕様書1」、航空レーザ計測による森林情報について「森林資源データ解析・管理

標準仕様書2」がそれぞれある。 

本事業では、森林資源情報（標準仕様に準ずる森林簿・森林基本図・レーザ解析情報等）

について、その円滑な利用を促進するため、モデル的な実証を行い、オープン化の最適手

法を検討する。 

 

1.2. 事業実施体制 

本事業では、モデル県等から収集したデータを閲覧、ダウンロードできるようにする実

証を行った。さらに、オープン化を進めていくにあたって整理すべきデータの公開範囲、

データ形式、体制を検討するため、専門家へのヒアリング及び森林クラウドのベンダーも

含めた民間企業とのワーキンググループでの意見交換を行い、検討を行った。 

 

  

 
1 森林 GIS フォーラム標準仕様分科会 https://fgis.jp/wordpress/wp-content/uploads/2022/07/森林ク

ラウドシステムに係る標準仕様書 Ver6_1.pdf  
2 森林 GIS フォーラム標準仕様分科会 https://fgis.jp/wordpress/wp-content/uploads/2022/07/森林資

源データ解析・管理標準仕様書 Ver2_0（2022 年 7 月版）.pdf 
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 専門家へのヒアリング 

森林情報のオープンデータ化及び地方自治体におけるオープンデータ化の推進に関する

専門家を表 1-1 のとおり選定した。ヒアリングは令和 4（2022）年 10 月 11 日にオンライ

ン形式で実施した。 

表 1-1 ヒアリング対象の専門家 

氏名 所属 専門分野等 

古川邦明 

岐阜県立森林文化アカデミー 

（岐阜県森林研究所 元所長） 

Web-GIS による森林情報オープンデータサイト「ぎふ森林情報

WebMAP」（図 1-1）を運営。森林リモートセンシング、森林

行政に知見が深い。 

古川泰人 

総務省地域情報化アドバイザー 

株式会社 MIERUNE 

情報通信技術（ICT）を地域の課題解決に活用する自治体

等へ、助言・提言・情報提供等を行っている。オープンソース GIS

を活用したシステム開発に長けている（図 1-2）。 

 

 

 
※ArcGIS Online 利用：CS 立体図、城館跡など表示 

 

図 1-1 ぎふ森林情報 WebMAP 

（岐阜県森林研究所および岐阜県立森林文化アカデミー） 

 

 

 

図 1-2 MIERUNE BASE（（株）MIERUNE ホームページより） 
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 ワーキンググループの設置 

ワーキンググループのメンバーは森林 GIS フォーラムの標準仕様分科会（2022 年 4 月

時点）（図 1-3）の会員を中心に選定した。 

森林GISフォーラムは森林GISの応用と普及を目指した産官学連携の組織で 20年以上

の歴史があり、「森林クラウドシステムに係る標準仕様書」、及び「森林資源データ解析・

管理の標準仕様書」を管理・運用している。 

今後、オープンデータの利用普及についても森林 GIS フォーラムの果たす役割は大きい

と考えられ、連携して事業を進めることとした。 

 

 

図 1-3 森林 GIS フォーラムの会員構成（2022 年 4 月時点） 

 

 

ワーキンググループは表 1-2 のとおり計 3 回開催し、構成員は表 1-3 のとおりであ

る。 

 

表 1-2 ワーキンググループ開催時期と議事内容 

 時期 議事内容 

第 1 回 令和 4 年 

7 月 8 日 

 事業概要、森林情報のオープン化の考え方 

 ポータルサイトの必要性とあり方 

第 2 回 令和 4 年 

10 月 19 日 

 オープンデータの管理・公開方法 

 森林情報の公開範囲 

第 3 回 令和 5 年 

2 月 8 日 

 アンケート調査結果報告 

 森林情報のオープン化における技術的課題 
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表 1-3 ワーキンググループ構成員 

参加者 事業者名 所  属 

鹿又 秀聡 
国立研究開発法人 森林研究・整備機構 

森林総合研究所 

林業研究部門 林業経営･政策研究領域 

林業システム研究室 

長谷川 尚史 京都大学フィールド科学教育研究センター 森林生態系部門 森林育成学分野 

和田 陽一 朝日航洋株式会社 
空間情報事業本部 社会インフラ事業部 環

境エネルギー部 森林技術グループ 

大野 勝正 アジア航測株式会社 
国土保全コンサルタント事業部 森林・農業ソ

リューション技術部 

塩沢 恵子 株式会社アドイン研究所 製品サービス事業部 

田中 宏典 ESRI ジャパン株式会社 ソリューション営業グループ 

金城  広 株式会社コア ソリューションビジネス本部 

今井 靖晃 国際航業株式会社  LBS センシング事業部 RS ソリューション部 

猿谷 享子 国土地図株式会社 空間情報技術部 

岡田 広行 住友林業株式会社 資源環境事業本部 脱炭素事業部 

石倉 正康 株式会社ナカノアイシステム 本社 ICT センター、東京支店 

中村  尚 パシフィックコンサルタンツ株式会社 デジタルサービス事業本部 情報事業部 

山本 里美 株式会社パスコ 中央事業部 森林環境部 森林調査計画課 

雑賀 崇志 一般社団法人リモートセンシング技術センター ソリューション事業部事業開拓課 

 

 

1.3. 事業実施項目 

本事業では、民有林・国有林の森林資源情報を、共通基盤となるオープンデータ・プラ

ットフォーム（以下、「ＰＦ」という。）に集約してデータ公開しつつ、効率性・利便性の

高いオープン化手法を検討することとした。 

本事業の仕様書において示された（1）から（8）の項目と本報告書目次の対応は表 1-4

に示すとおりである。 
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表 1-4 事業実施項目の概要 

実施項目 仕様概要 目次章 

（1）モデル県の設定 隣接する数県を対象として設定。 第 2 章 

（2）モデル県の民有林・国
有林の公開用データの作
成 

民有林の森林資源データはモデル県から提供を受け、
国有林の森林資源データ及び微地形表現地図は公開
データを使用。 

第 2 章 

（3）ＰＦへのデータ搭載 利用するＰＦは、内閣府戦略的イノベーション創造的プ
ログラム（SIP）第２期「スマートバイオ産業・農業基盤
技術」で構築されているスマートフードチェーンプラットフォ
ーム（SFP）とする。 

第 3 章 
 

（4）データの公開範囲 不特定多数の利用を前提としたオープン、登録利用者
の利用を前提としたクローズドの２段階に分けて公開。 

第 3 章 

（5）ＰＦでのデータ閲覧等 ＰＦ上に、データをダウンロードするページ及び地図表示
のビューワ画面（ブラウザ利用）を整備。 

第 3 章 

（6）利用状況等の調査 アンケート回答結果のほか、閲覧やダウンロード等のデー
タログを分析。 

第 4 章 
 

（7）都道府県向けアンケー
トの実施 

全ての都道府県に対して、保有するレーザ計測・解析デ
ータの情報提供・公開の状況等に関して、アンケート調
査を実施。 

第 5 章 
 

（8）事業報告書の作成 
（課題まとめ） 

データ搭載手法の比較検討を行うとともに、利用状況調
査の結果から、データ利用の状況、利用者のニーズを充
たすために必要となる課題を分析。 

都道府県アンケートについて、レーザ計測・解析データの
情報共有の現状・課題等を分析。 

第 6 章 
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 モデル県の民有林・国有林の公開用データの作成 

 

2.1. モデル県の設定 

森林クラウドの導入、森林クラウドシステムに係る標準仕様書に基づくデータの標準化

のいずれもが完了している都道府県のうち、航空レーザ計測による森林資源量データの保

有状況や当該データの提供意向等を確認の上、隣接する福島県、茨城県、栃木県の３県を

モデル県として選定した。 

 

表 2-1 モデル県のデータ所有状況 

モデル県 航空レーザ計測 森林クラウド 市町村数 面積(㎢) 

福島県 計測済、森林資源解析一部済 導入済 59 13,783.90 

茨城県 計測済、森林資源解析済 導入済 44 6,097.19 

栃木県 計測済、森林資源解析済 導入済 25 6,408.09 

 

 

 

図 2-1 モデル県位置図 

 

  



 
7 

2.2. データの収集 

公開用データを作成するにあたり、表 2-2 のデータを収集した。 

各県の森林簿情報については、「森林クラウドシステムに係る標準仕様書」に準じた様

式に揃え、林小班ごとの表データ（CSV 形式）に調整した。 

森林基本図等については、「森林クラウドシステムに係る標準仕様書」に準じ、森林簿

情報に紐づいた林小班区画ポリゴン（シェープファイル形式）に調整した。 

国有林の情報については国土数値情報で公開されている GIS データ（シェープファイ

ル形式）を民有林で推奨されている「森林クラウドシステムに係る標準仕様書」に準じた

様式に変換し、民有林データと同一ファイルに統合した。 

レーザ計測データによる森林資源情報については、「森林資源データ解析・管理の標準

仕様書」の仕様に準じた森林資源量集計ポリゴン（20m メッシュ）の GIS データ（シェ

ープファイル形式）として整備した。 

背景図となる微地形図については、国土地理院「地理院タイル」において一般公開さ

れている赤色立体地図を用いた。 

 

表 2-2 公開用データ作成のために収集・作成するデータ 

データ 民/国 収集先 内容等 作成データ 1 ファイルの単位 

森林簿情報 民有林 モデル県 面積、樹種、

林齢、材積、

樹高、混合

歩合等 

標準仕様に対応し

た csv 形式（国

有林データも変

換） 

市町村単位で 1 フ

ァイルに統合する。

「民国」のフィールド

を追加する。 

国有林 国土数値情報 

森林基本図

等 

民有林 モデル県 林小班区画

ポリゴン 

標準仕様に対応し

た shp 形式（国

有林データも変

換） 

市町村単位で 1 フ

ァイルに統合する。

「民国」のフィールド

を追加する。 

国有林 国土数値情報 

レーザ計測 

データ 

民有林 モデル県 計測密度 

4 点/m2 以

上 

森林資源量集計ポ

リゴン(20m メッシ

ュ)shp 形式 

市町村単位で 1 フ

ァイルとする。 

微地形表現 

地図 

民有林 国土地理院 

「地理院タイル」 

10m メッシュ

赤色立体地

図 

URL：

https://cyberjapandata.gsi.go.jp 

/xyz/sekishoku/{z}/{x}/{y}.png 

国有林 
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2.3. 公開用データの作成 

モデル県から収集したデータと国有林のデータから公開用の森林簿情報、林小班区画

ポリゴン、森林資源量集計ポリゴンを市町村単位で作成した。作成したファイルのデータ

容量等は表 2-3 のとおりとなった。各データの属性項目等について以下に示す。 

 

表 2-3 作成データ容量 

モデル県 
データ容量 
（MB） 

データ ファイル数 
容量 

（MB） 
データ作成面積 

（km2） 

福島県 783 

森林簿情報 59 15 ※csv 形式 

林小班区画 58 263 9,715.9 

20m ﾒｯｼｭ集計 23 505 
1,161.5／7,748.7 

(森林資源量情報格納面積／

市町村該当ﾒｯｼｭ面積) 

茨城県 355 

森林簿情報 43 5 ※csv 形式 

林小班区画 43 101 1,876.7 

20m ﾒｯｼｭ集計 10 249 
344.7／2,464.0 

(森林資源量情報格納面積／

市町村該当ﾒｯｼｭ面積) 

栃木県 324 

森林簿情報 25 6 ※csv 形式 

林小班区画 25 126 3,500.0 

20m ﾒｯｼｭ集計 5 192 
439.3／2,664.4 

(森林資源量情報格納面積／

市町村該当ﾒｯｼｭ面積) 

 

 

 森林簿情報 

「森林簿情報」について公開するデータ項目は表 2-4 のとおりである。データは csv

形式で作成し、市町村単位で zip 形式に圧縮した。 

国有林の情報は、国土数値情報から提供されている「国有林野データ3」を使用した。

データ項目のうち「樹高」および「混合歩合」は該当する項目が国有林野データ側に無い

ためデータ無し（0 値）として、民有林データと結合した。 

  

 
3 国土数値情報の国有林野データ https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/gml/datalist/KsjTmplt-A45.html 

 平成 30（2018）年 4 月 1 日時点 林野庁が国有林 GIS で管理している地図データから、全国の国有

林野の小班区画ポリゴンデータを整備したものである。 
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表 2-4 森林簿情報データ項目（国有林野データの対応項目） 

データ項目 
（民有林） 

国有林野データ対応 

項目 本事業対応 

KEYCODE  結合ｺｰﾄﾞ 

林班   

準林班   

小班   

枝番   

面積 面積  

樹種 樹種 1～3 樹種 1（当該小班に生育する樹種のう
ち、森林計画の樹立年度時点での面積
歩合が一番大きい樹種）を採用 

林齢 最新林齢 1～3 最新林齢 1（樹種林齢 1 に、森林計画
樹立後の経過年数を加算した林齢）を
採用 

材積 材積  

樹高 該当なし データ無し（0 値） 

混合歩合 該当なし データ無し（0 値） 

区分  民有林、国有林の区分 

 

 

 林小班区画ポリゴン 

「林小班区画ポリゴン」において公開するデータ項目は表 2-5 のとおりである。公開

データは shp 形式で作成し、市町村単位で zip 形式に圧縮した。 

 

表 2-5 林小班区画ポリゴンデータ項目 

データ項目 
（民有林） 

国有林野データ対応 

項目 本事業対応 

KEYCODE  森林簿結合コード 

市町村  該当市町村名 

林班  森林簿情報と同じ 

準林班  

小班  

枝番  

面積 面積 

樹種 樹種 1～3 

林齢 最新林齢 1～3 

材積 材積 

樹高 該当なし 

混合歩合 該当なし 

区分  民有林、国有林の区分 
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 森林資源量集計ポリゴン 

「20m メッシュ森林資源量集計ポリゴン」において公開するデータ項目は表 2-6 のと

おりである。公開データは shp 形式で作成し、市町村単位で zip 形式に圧縮した。 

 

表 2-6 20m メッシュ森林資源量集計ポリゴンデータ項目 

データ項目 本事業対応 

解析樹種 ID 森林資源データ解析・管理標準仕様書
に準ずる 解析樹種 

樹種 ID 

樹種 

面積_ha 

立木本数 

立木密度 

平均樹高 

平均直径 

合計材積 

ha 材積 

収量比数 

相対幹距比 

形状比 

樹冠長率 

森林計測年 

森林計測法 

平均傾斜 

最大傾斜 

最小傾斜 

最頻傾斜 
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 プラットフォームでのデータ公開 

 

3.1. データ公開範囲 

データの公開範囲は、不特定多数の利用を前提としたオープン会員と、登録者の利用

を前提としたクローズド会員の 2 段階に分けることとした。オープン会員向けのデータ

は、既に複数の都道府県でオープン化されている項目を参照し、公開範囲を絞る形で検討

した。また、クローズド会員向けのデータについては、オープン会員向けデータ項目のほ

か、都道府県において個別に利用申請等があった場合にのみ提供しているデータを追加す

る形で、広めに公開範囲を検討した。本実証の対象者と実際のデータの公開範囲は表 3-1

のとおりである。なお、オープン会員とクローズド会員のそれぞれに公開されたデータ項

目は表 3-2 のとおりである。 

データ公開期間は、令和 4 年 12 月 1 日から令和 5 年 2 月 28 日であり、3 ヶ月間の実

証を行った。 

表 3-1 データ公開種別の対象者と公開範囲 

種別 対象者 公開範囲 

オープン会員 
（会員登録不要） 

不特定多数 森林簿情報（面積、樹種、林齢）、 
森林基本図等（林小班区画ポリゴン）、 
微地形図 

クローズド 会員 
（会員登録必要） 

モデル県内の森林組合
等の林業事業体、研
究者等 

森林簿情報（面積、樹種、林齢、材積、樹高、混
合歩合等）、 
森林基本図等（林小班区画ポリゴン）、 
微地形図、 
レーザ解析データ（20m メッシュ森林資源量集計ポ
リゴン） 

 

表 3-2 会員種類別の公開データ項目 
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また、福島県では、利用者意見の聴取も想定し、材積等の資源に関する情報の取扱いを

他のモデル県と異にしている。その詳細は表 3-3 のとおりである。 

 

表 3-3 モデル県別の情報公開範囲 
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3.2. プラットフォームの選定 

データ公開の場となるプラットフォーム（以下、PF という）は、クローズド会員とオー

プン会員用のそれぞれの目的に応じて選定した。 

 

表 3-4 実証に用いたプラットフォーム 

会員種別 想定される利用目的 プラットフォーム 

オープン会員 
（会員登録不要） 

閲覧のみ。GIS 操作能力がなくて
も地図を表示したい。 

ArcGIS Online 

クローズド 会員 
（会員登録必要） 

データを自ら GIS 等を用いて解析
したい。 

内閣府 戦略的イノベーション創造プログラ
ム（SIP）第 2 期「スマートバイオ産業・農
業基盤技術」（管理法人：生物系特定
産業技術研究支援センター）の一環とし
て、慶應義塾大学 SFC 研究所が構築した
スマートフードチェーンプラットフォーム（名
称：ukabis、以下、SFP という。） 

 

 
生物系特定産業技術研究支援センター 
(https://www.naro.go.jp/laboratory/brain/sip/sip2/theme/theme2101.html)より 

 

図 3-1 スマートフードチェーンプラットフォームの概要 

 

PF におけるデータの流れは図 3-2 のとおりである。なお、本事業で搭載したモデル県

の各データの取扱いは、本実証における公開に限定したものであるため、実証終了後削除

した。 
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図 3-2 PF におけるデータの流れ 

 

 

3.3. 実証会員募集 

 クローズド会員 

クローズド会員の規模として各県 20 名程度を想定し、モデル各県を通じて、県内のい

わゆる「意欲と能力のある林業経営者」、研究機関等を対象として募集案内を行った。結

果として、クローズド会員の登録者数は表 3-5 のとおり 56 者となった。 

登録者には、メールでユーザ ID とパスワードを通知した。 

 

表 3-5 クローズド会員募集結果 

モデル県 会員区分 登録者数 合計 

福島県 県 1 

21 
研究機関 4 

森林組合 16 

民間事業体 ― 

茨城県 県 1 

9 
研究機関 1 

森林組合 2 

民間事業体 5 

栃木県 県 1 

26 
研究機関 3 

森林組合 5 

民間事業体 17 

 56 
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 オープン会員 

本事業の実証公開期間は 3 ヶ月程度と短期間であるが、可能な限り多くの利用者を募

るため、一般社団法人日本森林技術協会の月刊誌「森林技術 1 月号」に広告（図 3-3）を

掲載することで広く周知を図った。 

 

 

図 3-3 「森林技術（1 月号）」へ広告掲載 

 

 

 

 

3.4. データ公開サイト 

3.4.1. ポータルサイト 

本事業のポータルサイト（ダウンロードサイト及び Web-GIS へのアクセスサイト）と

して、森林 GIS フォーラムが管理するホームページ「羅森盤」を活用した（図 3-4）。 
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図 3-4 ポータルサイトのイメージ 

 

 

クローズド会員は、メールで配布した ID とパスワードによるユーザ認証の後、アンケ

ートへの回答を経てダウンロードページにアクセスし、市町村単位でファイルをダウンロ

ードできる仕組みとした。 

オープン会員は、ユーザ認証を必要とせず、アンケートへの回答を経て閲覧ページに

アクセスできる仕組みとした。地図表示は商用されている Web-GIS システムである

ArcGIS Online を用い、開発コスト、開発期間を削減し事業内での公開期間を可能な限

り長くできるよう努めた。 

利用者アンケートは、ArcGIS Survey123 アプリのフォームを利用して実施した。 
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3.4.2. クローズド会員向けダウンロードページ 

 認証機能の付与 

クローズド会員の認証は、ポータルサイト側の「パスワードによる制限」機能により

一人ずつユーザ ID とパスワードの登録を行った。 

ポータルサイトのウェブサーバ上のフォルダにパスワード（BASIC 認証）をかけるこ

とで、登録したクローズド会員のみがダウンロードページにアクセスできる仕様とした。 

さらに、「接続元アクセス制限との併用（図 3-5）」機能を用いることで、より強力にデ

ータを保護することとした。 

 

図 3-5 羅森盤サーバのパスワードによる制限 

 

 

 データサーバ 

作成したデータは、PF（スマートフードチェーンプラットフォーム）へアップロードし

た。 

 

 API の構築 

クローズド会員用のデータは、ポータルサイトからデータサーバへ Web API でアクセ

スする仕様とし、スマートフードチェーンプラットフォームのダイナミック API 構築機

能を利用した。 
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構築した API は、以下の 4 つである。 

∙ アップロードファイル情報（一覧）の取得（GET） 

∙ 森林簿情報 API（POST、GET）※form-data でファイルをアップロード。 

∙ 林班区画ポリゴン API（ POST、GET）※form-data でファイルをアップロー

ド。 

∙ レーザ計測結果（20m メッシュ）API （POST、GET）※form-data でファイル

をアップロード。 

 

 

 

図 3-6 モデル図 

 

 

 

表 3-6 アップロードされたファイルに関する API
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表 3-7 森林簿情報に関する API 

 

 

 

表 3-8 林小班ポリゴンに関する API 

 

 

 

表 3-9 レーザ計測結果（20m メッシュ）に関する API 

 

 

 

 

 API が返却する HTTP ステータスコードは、表 3-10 のとおりである。 

 

表 3-10  HTTP ステータスコード 
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 構築したポータルサイトのイメージ 

 利用規約等の確認ページ 

クローズド会員向けの利用規約を案内するページを作成した（図 3-7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 クローズド会員向け利用規約等の確認ページ 

ダウンロード可能なデータの案内 

（栃木県の公開データをクリックしたイメージ） 

 

クリックするとダウンロー

ドサイトに移行 
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 クローズド会員向けアンケートページ 

クローズド会員によるダウンロードデータの利用目的を明らかにするため、アンケート

ページを整備した（図 3-8）。質問事項は表 3-11 のとおり、利用者属性、利用者の所在す

る都道府県、利用用途、希望するデータ等を把握した。 

アンケート調査結果は第 4 章「4.1.クローズド会員へのアンケート」に示す。 

 

 

 

 

 

図 3-8 クローズド会員向けアンケート 

  

クリックする 
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表 3-11 アンケート質問項目 

 質問文 回答 

（1） このサイトの訪問回数を選択してください。 初めて、2 回目、3 回目、4 回以上より選択 

（2） あなたの所在する都道府県を選択してくだ
さい。 

（47 都道府県、その他より選択） 

（3） あなたの職業をお選びください。 会社員、公務員、研究者、学生、その他より選
択 

（4） あなたの専門分野はどちらですか。 森林・林業関連、GIS・測量関連、防災関連、
土地・不動産関連、その他より選択 

（5） 利用用途はどちらですか。 
（複数回答可） 

森林施業・計画、災害把握、自然環境の分
析、地域の分析、趣味で利用、その他 

（6） 森林情報のオープン化についてどう思います
か。 

インターネットを通じて容易に利用したい、 
データの利用目的、範囲、提出先などを限定して
公開した方が良い、 
統一ルールができたとしても、オープンデータ化には
懸念がある、 
その他および上記回答理由（自由記述） 

（7） 森林情報で利用したいデータは何ですか。 
（複数回答可） 

森林簿情報、森林基本図（林班・小班）、森
林資源量集計情報、航空レーザ計測データ、そ
の他 

（8） 森林情報データで欲しい情報は何ですか。 
（複数選択可） 

樹種、面積、立木本数、立木密度、樹高、胸
高直径、材積、単木データ、その他 

 

アンケートに回答後、送信すると図 3-9 が表示される。「森林情報実証会員ダウンロー

ドサイト（試験公開中）」をクリックするとダウンロードサイトへ移動する。 

 

 

図 3-9 アンケート送信完了画面 

 

 

 

クリックする 
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 ダウンロードサイト（トップ画面） 

福島県、茨城県、栃木県の地図表記または県名を選択することで、県別のダウンロー

ドページに誘因する仕様とした（図 3-10）。 

 

 

 

図 3-10 ダウンロードサイト（トップ画面） 

 

  

地図着色部分、または、福島県、茨城県、

栃木県の文字部分をクリックするとダウ

ンロードサイトに移動 
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ダウンロードサイトでデータをダウンロードしたい県を選択すると、図 3-11 のような

ページが表示されるようにした。 

市町村単位の zip でデータを格納する仕様とした。 

 

例）栃木県をクリックしたイメージ 

 

図 3-11 県別ダウンロードページ 
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3.4.3. オープン会員向け閲覧ページ（一般公開用 Web-GIS） 

オープン会員については、登録、認証等をすることなく森林情報を閲覧できるようにす

るため、Web-GIS（ブラウザ利用）を整備することとした。なお、閲覧画面では、地図上

で林小班区画毎に森林簿情報を確認できるようにし、具体的には「樹種」、「面積」、「林齢」

を確認できるよう設定した（図 3-12）。 

 

 

図 3-12 閲覧ページのイメージ 

 

 ArcGIS Online へのデータ搭載 

閲覧ページの環境構築には、ArcGIS Online を使用した。ArcGIS Online へのデータ搭

載手順は次のとおりである。 

① ArcGIS Pro に ArcMAP で作成済みのマップをインポート 

ArcGIS Pro を起動し、プロジェクトの挿入タブ「マップのインポート」より、

ArcMAP で作成したマップドキュメントファイル（mxd）をインポートする。 

 

 

図 3-13  ArcMAP マップドキュメントのインポート 

画面上で小班界をクリックする

と属性が確認できる。 

【公開属性】 

市町村 郡山市 

林班  M071 

準林班 1 

小班  36 

枝番  0 

樹種  スギ 

面積  1.320000 

林齢  62 

区分  民有林 
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② Web マップとして共有 

共有タブ「Web マップ」にて分析をクリックする。分析でエラーが表示された項

目を一つずつ修正し、エラーを解消する。 

共有する際の注意点を以下に示す。 

∙ シンボル設定は ArcGIS Online にアップロード時にダウングレードされる

場合がある。 

∙ CSV の属性結合、フィールドの表示・非表示設定をしたまま ArcGIS Online

にアップロードできない。 

∙ マップレイヤのプロパティにおいて、座標系を「Web メルカトル図法」に

設定する。 

 

  

図 3-14 Web マップ共有作業画面 

 

発生したエラー項目

を解消する 



 
27 

③ ArcGIS Online で Web マップの編集 

ArcGIS Online の Map Viewer に国土地理院から配信されている赤色立体地図

を追加する。国土地理院から配信されているタイルレイヤの URL を設定する際

には、{z}/{x}/{y} の部分を {level}/{col}/{row} に変更する。 

また、最終的なシンボルやラベル表示設定も ArcGIS Online 上で調整する。 

 

 

図 3-15 地理院タイル提供イメージ（国土地理院ホームページより） 

 

 

 

【変更前】https://cyberjapandata.gsi.go.jp/xyz/sekishoku/{z}/{x}/{y}.png 
【変更後】
https://cyberjapandata.gsi.go.jp/xyz/sekishoku/{level}/{col}/{row}.png 

 

図 3-16 タイルマップの追加 
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 構築したポータルサイトのイメージ 

 利用規約等の確認ページ 

オープン会員向けの利用規約を案内するページを作成した（図 3-17）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-17 オープン会員向け利用規約等の確認ページ 

  

情報公開の案内 

 

クリックすると Web-GIS

サイトに移行 
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 オープン会員向けアンケートページ 

オープン会員によるWeb-GISの利用目的を明らかにするため、アンケートページを整備

した（図 3-18）。アンケート調査結果は第 4 章「4.2.ポータルサイトにおける利用者アンケ

ート」において示す。 

アンケート項目は前掲表 3-11 と同じ内容である。 

 

 
 

 

 

図 3-18 オープン会員向けアンケート 

 

  

クリックする 
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アンケートに回答後、送信すると図 3-19 が表示される。「森林情報オープン Web（試験

公開中）」をクリックするとオープン会員向け閲覧ページ（Web-GIS）へ移動する仕様とな

っている。 

 

図 3-19 アンケート送信完了画面 

 

 

 オープン会員向け閲覧ページ（一般公開用 Web-GIS）の初期画面 

初期画面は福島県、茨城県、栃木県の全域が表示（図 3-20）され、隣接している各県の

データを一度に確認できることが分かるよう表現した。画面を拡大していくと、林小班界

区画が追加で表示されるといったように項目ごとの表示縮尺の設定を行った。 

樹種と林齢を区分したレイヤをあらかじめ搭載した。このうち、初期画面は樹種区分が

表示されるように設定した（図 3-21）。なお、レイヤを切り替えると林齢区分図や微地形

図（赤色立体地図）も表示できる仕様となっている（図 3-22）。 

 

 

図 3-20 閲覧ページの初期画面イメージ 

拡大していくと、 

林小班界区画が表示される 

クリックする 
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図 3-21 樹種区分図を表示したイメージ 

 

 

 

 

図 3-22 林齢区分図と赤色立体図を表示したイメージ 

 

  

画面上で小班界をクリック

すると属性が確認できる 

クリックすると、レイヤーリストが表示される 

各県の樹種と林齢のレイヤ設定がされている 
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 利用状況等の調査 

 

4.1. クローズド会員へのアンケート 

クローズド会員に対して、利用後の意見を聴取するため、メールにてアンケート調査票

を送付した。 

アンケート集計結果の詳細は巻末に掲載している。 

 

 調査対象者 ：モデル県の県庁担当者、研究機関、森林組合、民間事業体 

 調査方法 ：メールにてアンケート調査票配布・回収 

 実施（メール送付） ：2023 年 1 月 11 日（水） 

 回答回収      ：2023 年 1 月 20 日（金） 

 回答数 ：21／56 件 （回答率 38％） 

 

アンケート回答への協力は任意とした。各県の回収結果は表 4-1 のとおりである。 

 

表 4-1 アンケート回収結果 

モデル県 会員区分 
対象者

数 
回答数 県別回答率 

福島県 県 1 1 

9／21 
（43％） 

研究機関 4 1 

森林組合 16 7 

民間事業体 ― ― 

茨城県 県 1 1 

4／9 
（44％） 

研究機関 1 1 

森林組合 2 0 

民間事業体 5 2 

栃木県 県 1 1 

8／26 
（31％） 

研究機関 3 1 

森林組合 5 1 

民間事業体 17 5 

 
21／56 

（38％） 
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まずはじめに、日常業務において利用している森林情報について確認した。その結

果、森林簿が最も多く、林小班ポリゴンや、航空レーザ計測情報などの GIS（地理）情

報の活用よりも多かった（図 4-1）。既存のオープンデータの利用状況については、地理

院地図が比較的多く利用されているようであるが、オープンデータを利用したことがない

との回答もあった（図 4-2）。 

 

 

図 4-1 日常業務で利用している森林情報 

 

 

 

 

図 4-2 オープンデータの利用状況 
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今後公開を期待する森林情報（図 4-3）としては、少なくとも今回公開した項目はオー

プンデータ化してほしいとの意見がほとんどであり、むしろ、公開を制限したほうがよい

との意見は限定的であった。今回の公開項目の他に公開してほしい情報としては、森林所

有者情報、胸高直径、本数密度、林齢、森林の機能、路網情報などが挙げられた。レーザ

解析による森林資源量集計ポリゴンの公開については、20m メッシュで十分という回答

が半数を占めた。メッシュサイズを小さくしてほしいという要望と、データ容量を軽くし

てほしいという相反する意見も一定程度あり、今後の運用については検討が必要である

（図 4-4）。 

 

 

図 4-3 公開を期待する森林情報 

 

 

 

図 4-4 森林資源量集計ポリゴンの公開形式に対する意見 

 

 

 

ポータルサイトから各県のデータをまとめて配信したことについて、「まとめて利用で

きるので便利だった」という回答が半数を占めた。また、「情報が容易に取得できるのは

　　　〇：オープンデータ対象
　　　▲：利用目的・範囲を限定して提供されるデータ対象
　　　×：公開しない

85.7%

81.0%

81.0%

81.0%

85.7%

85.7%

81.0%

85.7%

81.0%

9.5%

14.3%

14.3%

14.3%

9.5%

9.5%

14.3%

9.5%

14.3%

4.8%

4.8%

4.8%

4.8%

4.8%

4.8%

4.8%

4.8%

4.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所在（市町村、林小班）

地番

所有形態、在村・不在村

森林経営計画関連

樹種

樹種面積…

林齢・齢級

平均樹高

haあたり材積、総材積

■森林簿
〇：オープンデータ対象

▲：利用目的・範囲を限定して提供されるデータ対象

×：公開しない

無回答

(回答数)

ア 20mメッシュで十分 10

イ
メッシュサイズをもっと小さくしてほし
い

3

ウ データ容量を軽くしてほしい 2

エ その他 6

（記述欄回答なし）

48% 14% 10% 29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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ありがたい」、「他の地域にも公開を進めていただきたい」「森林情報のオープン化はより

適切な森林管理の検討には不可欠。データの統一化、サーバーの運用など課題はあると思

うが推進していただきたい。」などの意見もあり、オープンデータ化に期待が寄せられて

いる。 

ただし、「実証サイトにアクセスしたが動きが遅い」、「有用な情報がなかった」、「容量

が大きいせいか見ることができなかった」などの意見もあり、公開の方法や内容（公開す

る情報）の更なる検討が必要である。 

 

 

図 4-5 3 県のデータをまとめてダウンロードできる仕組みに対する意見 

 

 

4.2. ポータルサイトにおける利用者アンケート 

クローズド会員向けダウンロードページとオープン会員向け閲覧ページにアクセスす

る際に、利用目的等のアンケートに回答することで各ページに遷移できる仕様とした。 

なお、便宜上、毎回アクセスするたびにアンケートに回答する仕様となっていることか

ら、同一の利用者による複数回回答を除外するため、アクセス回数に関する質問項目を設

定した。 

アンケート集計結果の詳細は巻末に掲載している。 

 

 調査対象者 ： サイトにアクセスした者全員 

 調査方法 ：アンケートフォーム 

 実施 ：2022 年 12 月 1 日（木）～2023 年 2 月 28 日（火） 

 回答数 ：300 件（うち初回アクセス 219 件） 

 

 

短期間の公開ではあったが、モデル県だけでなく全国各県からのアクセスがあった

（図 4-6）。アクセスした者の専門分野は、森林・林業関連が 6 割を占めたが、それ以外

の業種が 4 割を占めており、オープンデータ化することで森林・林業関連以外における

活用も期待される（図 4-7）。 

森林情報のオープン化については、「インターネットを通じて容易に利用したい」、「デ

ータの利用目的、範囲、提供先などを限定した形でもよいので、公開した方が良い」とい

うオープン化に期待する回答が多くを占めた（図 4-8）。少数ではあるが、「データ利用に
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あたっては、登録制にして不正利用を防止」との意見もあり、公開の方法や内容（公開す

る情報）の更なる検討が必要である。 

 

 

図 4-6 アクセスした者の所在する都道府県 

 

 

 

図 4-7 アクセスした者の専門分野 

 

 

 

図 4-8 森林情報のオープン化に対する意見 

 

  

その他（内訳） 29

森林所有者 1

農業 2

農業機械 1

自然環境 1

建設関連 1

DX 2

通信 1

IT関連 1

(空白) 19

森林・林業関連

130

60%
GIS・測量関連

51

23%

防災関連

7

3%

土地・不動産関連

2

1% その他

29

13%

インターネットを通じて容易に利用したい 

 

データの利用目的、範囲、提供先などを限定して公開した方が良い 

 

統一ルールができたとしても、オープンデータ化には懸念がある 

 

その他 
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 都道府県向けアンケートの実施 

 

5.1. 目的 

森林情報のオープン化の体制を検討するにあたって、民有林関係の情報を保有する都道

府県の森林計画担当課あてにアンケートを実施した。 

 

 調査対象者 ：都道府県の森林計画担当課 

 調査方法 ：メールにてアンケート調査票配布・回収 

 実施（メール送付） ：2022 年 12 月 5 日（月） 

 回答回収      ：2022 年 12 月 23 日（金） 

 回答数 ：44／47 都道府県 （回答率 94％） 

 

 

5.2. アンケート項目 

アンケート調査の項目は表 5-1 のとおりである。 

 

表 5-1 都道府県アンケート調査項目 

問 質問文 回答 

1 森林情報のオープンデータ化について選択し
てください。 

ア） すでにオープンデータ化している 
イ） 未だしていないが、積極的にオープンデータ

化していきたい 
ウ） オープンデータ化の範囲などについて統一ル

ールができればそれに沿ってオープンデータ化
していきたい 

エ） 統一ルールができたとしても、オープンデータ
化するには懸念がある。→＜記述回答欄に
懸念理由を記入してください＞ 

オ） その他→＜記述回答欄にご回答ください＞ 

2 別シート「オープン化項目一覧 (森林簿)」を
参照し、森林簿に関する情報について、オー
プンデータ化や限定公開の可否についてお答
えください。 

※問 2 別シート参照 

3 航空レーザ計測による森林資源解析データに
ついて（市町村の対応も含めて）ご回答くだ
さい。 

ア） 森林資源解析データを全県作成済である 
イ） 森林資源解析データを県内一部作成済で

ある 
ウ） まだ森林資源解析データは作成していない

が、今後、作成を予定している 
エ） 予定はない 
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問 質問文 回答 

4 別シート「オープン化項目一覧 (森林資源
量集計ポリゴン)」を参照し、航空レーザ計測
で把握した森林資源量に関する項目につい
て、オープンデータ化や限定公開の可否につ
いてお答えください。 

※問 4 別シート参照 

5 森林情報をオープン化するにあたっての体制と
して、期待する方法を選択してください。 
＜複数回答を可とし、期待する順に記載＞ 

ア） 各都道府県が個別にファイルのダウンロード
ページを作成する 

イ） 林野庁等※1 が全都道府県のデータを収集
し、一括したダウンロードページを作成する 

ウ） 林野庁等が全都道府県分のデータを収集
し、ダウンロードページとともに、Web-GIS で
の配信も行う 

エ） 各都道府県がデータをタイル地図で配信※

２し、利用者が各自 GIS で表示する 
オ） 各都道府県が配信するデータを、林野庁

等が Web-GIS で全国分を表示、ダウンロ
ード可能とする 

カ） その他→＜記述回答欄にご回答ください＞ 
 

※１（国研）森林研究・整備機構などを想定 
※２ 地理院タイルをイメージしてください 

6 仮に各都道府県が個別にオープン化に対応
するとした場合、どのような公開方法なら対応
できそうですか。 
＜複数回答可＞ 

ア） オープンデータサイト（県単位などで構築し
た専用サイト）を構築し、ダウンロードを可
能とする 

イ） 都道府県庁 HP に、ダウンロード可ページを
設ける 

ウ） Ｇ空間情報センターにデータを掲載する 
エ） ダウンロードも可能な Web-GIS を構築する 
オ） 申請に応じて個別に交付する（ネット非公

開） 
カ） その他→＜記述回答欄にご回答ください＞ 

7 オープンデータの効果に期待することについて、
選択してください。 
＜複数回答を可とし、期待する順に記載＞ 

ア） データ提供に関わる事務作業の削減 
イ） 他機関（近隣都府県）でオープン化され

たデータを活用した 
   施策立案の効率化、高度化 

ウ） 民間からの林業向け新たなアプリやサービス
の提供・創出 

エ） J クレジット制度での活用 
オ） 災害時の迅速な活用（被害の推定等） 
カ） 自治体・企業のカーボンニュートラル・生物

多様性関連での情報活用 
キ） 異分野からの参入等による林業業界の活

性化 
ク） 幅広い国民からの森林、林業分野への興

味・関心の醸成   
ケ） 行政の透明性・信頼性の向上 
コ） その他→＜記述回答欄にご回答ください＞ 
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問 質問文 回答 

8 オープンデータ化における懸念事項につい
て、選択してください。 
＜複数回答可＞ 

ア） オープンデータの管理に要する事務・費用負
担等（データの加工・更新、オープンデータ
用のサーバ費用等） 

イ） 森林資源情報が所有者の資産情報開示
にあたる懸念 

ウ） データの悪用（盗伐等）   
エ） データの精度に対する指摘を受ける可能性

がある 
オ） オープンデータ化が可能な情報の範囲が不

明確である 
カ） 利用目的・範囲を制限して調達したデータ

のため、オープン化できないものがある 
キ） 交付の手続きの大変さ 
ク） その他→＜記述回答欄にご回答ください＞ 

9 オープンデータ化において、都道府県から国に
対して御意見、御要望等をお聞かせくださ
い。 

＜記述回答欄に記入＞ 

10 データ提供の際には利用者の目的や用途を
伺っていると思いますが、最も多い利用用途
は何でしょうか。 

＜記述回答欄に記入＞ 

11 データの提供準備は誰がどのように行っている
かお聞かせください。 

ア） 職員が森林簿や森林計画図から手作業で
データ整形して提供している 

イ） 職員がシステム上から半自動化でデータを
抽出し提供している 

ウ） アクセス権限を付与し、利用者側でシステム
から情報を入手してもらっている 

エ） 既にオープン化されている情報等を利用して
もらう（個別の申請に応じた提供はしてい
ない） 

オ） その他→＜記述回答欄にご回答ください＞ 
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【問 2 別シート】 

 

 

  

■森林簿に関する情報のオープン化について

▲×の理由 ▲×の理由 ▲×の理由

林齢 〇

所在（市町村、林小班） 〇

地番 〇

所有形態、在村・不在村 〇

所有者氏名・住所 × 個人情報のため

森林の種類 〇

小班面積 〇

施業方法等 〇

機能区分 〇

森林経営計画関連 〇

分収林 〇

直近の施業関連 〇

要間伐林 〇

各種区域（市街化区域等） 〇

森林認証 〇

樹種 〇

計画的伐採対象森林 〇

層区分（複層林の上層木、下層木） 〇

林種 〇

施行方法による区分（育成単層林等） 〇

地位級 〇

面積歩合（複層林層区分ごと） 〇

樹種面積（小班面積×面積歩合） 〇

林齢・齢級 〇

樹冠疎密度 〇

平均樹高 〇

haあたり材積 〇

haあたり総成長量 〇

　用語の説明を確認し、下表に「〇：オープンデータ対象」、「▲：限定公開対象」、「×：公開しない」を選択してください。

　【用語説明】

　　◎ オープンデータ
　　　　国民誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、
　　　　　① 営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能、
　　　　　② 機械判読に適した形式、
　　　　　③ 無償で利用可能な形で公開されたデータ

　　◎限定公開
　　　　データの利用目的、範囲、提供先などを限定して公開し、その理由をあわせて公開する。
　　　　本アンケートでは、市町村、認定事業体までの公開を想定する。

樹
種
テ
ー

ブ
ル

20mメッシュ（小班図郭に依らない）で
の提供

　○：オープンデータ対象
　▲：限定公開対象
　×：公開しない

　○：オープンデータ対象
　▲：限定公開対象
　×：公開しない

　○：オープンデータ対象
　▲：限定公開対象
　×：公開しない

項目（以下の記載は、森林クラウドの標準仕様に
基づく）

小班単位での提供 回答例

小
班
テ
ー

ブ
ル
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【問 4 別シート】 

 

 

  

■森林資源量集計ポリゴンに関する情報のオープン化について

▲×の理由 ▲×の理由 ▲×の理由

解析樹種ID 〇

解析樹種 〇

樹種ID 〇

樹種 〇

面積_ha 〇

立木本数 〇

立木密度 〇

平均樹高 〇

平均直径 〇

合計材積 〇

ha材積 〇

収量比数 〇

相対幹距比 〇

形状比 〇

樹冠長率 〇

森林計測年 〇

森林計測法 〇

平均傾斜 〇

最大傾斜 〇

最小傾斜 〇

最頻傾斜 〇

項目

小班図郭で整理されたポリゴンの情報
20mメッシュで整理されたポリゴンの情
報

回答例

　○：オープンデータ対象
　▲：限定公開対象
　×：公開しない

　○：オープンデータ対象
　▲：限定公開対象
　×：公開しない

　○：オープンデータ対象
　▲：限定公開対象
　×：公開しない

　用語の説明を確認し、下表に「〇：オープンデータ対象」、「▲：限定公開対象」、「×：公開しない」を選択してください。

　【用語説明】

　　◎森林資源量集計ポリゴン
　　　　航空レーザ計測により把握した森林資源情報を一元的に管理することを目的として作成するポリゴンデータ（SHPデータ）
　　　を言います。ポリゴンは、小班図郭をベースとすることも、メッシュをベースとすることも可としています。
　　　詳細は、森林GISフォーラムのHPに掲載されている「森林資源データ解析・管理標準仕様書ver.2.0」を参照ください。

　　◎ オープンデータ
　　　　国民誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、編集、再配布等）できるよう、
　　　　　① 営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能、
　　　　　② 機械判読に適した形式、
　　　　　③ 無償で利用可能な形で公開されたデータ

　　◎限定公開
　　　　データの利用目的、範囲、提供先などを限定して公開し、その理由をあわせて公開する。
　　　　本アンケートでは、市町村、認定事業体までの公開を想定する。
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5.3. アンケート結果 

回答のあった 44 都道府県のうち、11 県が既にオープン化に取り組んでいた。最も多か

った回答は、「ウ）オープンデータ化の範囲などについて統一ルールができればそれに沿

ってオープンデータ化していきたい」であった（図 5-1）。 

森林情報をオープン化する体制として期待している方法については図 5-2 のとおり、

「ウ）林野庁等が全都道府県分のデータを収集し、ダウンロードページとともに、Web-

GIS での配信も行う」、「イ）林野庁等が全都道府県のデータを収集し、一括したダウン

ロードページを作成する」の順で多かった。 

 

 

図 5-1 問 1 森林情報のオープン化に対する取組状況 

 

 

 

図 5-2 問 5 オープン化の体制に対する期待 

 

回答数

ア すでにオープンデータ化している 11

イ
未だしていないが、積極的にオープン
データ化していきたい

5

ウ
オープンデータ化の範囲などについて
統一ルールができればそれに沿って
オープンデータ化していきたい

19

エ
統一ルールができたとしても、オープン
データ化するには懸念がある。

4

オ その他 5

25% 11% 43% 9% 11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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オープンデータ化することの効果について、期待する順に回答を求めた。一番期待す

るものとしては、図 5-3 のとおり「ア）データ提供に関わる事務作業の削減」であっ

た。他方で、オープン化することの懸念事項としては、図 5-4 の通りとなった。その他

の懸念事項としては、問合せ対応の負担が増えるというものもあった。 

都道府県に対するアンケート集計結果の詳細は巻末に掲載している。 

 

 

図 5-3 問 7 オープンデータの効果に期待すること 

 

 

図 5-4 問 8 オープンデータ化に対する懸念事項 
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 森林情報のオープン化に向けた課題 

 

本事業では、モデル３県のデータについて試行的にオープン化する実証を行ったが、今

後取組を展開していく上での課題として、以下の 3 点が明らかとなった。 

 

6.1. データの管理と公開方法について 

本実証では、モデル県等から入手したデータを一括してダウンロードサイトおよびWeb-

GIS に搭載してオープン化するという方法を採用した。実証において課題となったデータ

公開方法、管理体制の 2 点について以下にまとめる。 

 

 データの公開方法 

森林情報のオープン化としては、すでに各県が個別にダウンロードサイトを設けている

事例もあるが、複数県のデータが欲しい利用者側の立場からすると、①どこにデータがあ

るか分かりにくい、②各県のデータ項目が異なっており利用しにくい、という側面がある。

そのため、国土数値情報のように全国のデータが 1 か所のサイトにおいて、統一された形

式でダウンロードできる、地理院地図のように全国のデータが一括して配信されており利

用者自らの GIS で他の情報と重ねて表示することができる、というようなオープン化を志

向することが利用者目線に立つと望ましい方向性である。 

そこで、表 6-1 のとおりオープンデータの管理主体と公開方法の在り方に基づき 5 つの

パターンに区分し、それぞれの手法のメリット、デメリットは表 6-2 に整理した。 

なお、本実証では、案②、案③を想定した公開方法を採用している。 

 

表 6-1 オープンデータの管理主体と公開方法の在り方 

            
オープンデータの 

            管理主体 
 
 
データの公開方法 

各県が個別に対応 林野庁等が一括して対応 

◎ 県が自らデータ更新に
対応 

◎ 県独自データの公開が
可能 

◎ 継続的に対応可能 
△ 利用する際にデータの

所在が分かりにくい 

◎ 県の負担は少ない 
△ 各県からのデータを収集し、データ更

新のたびに対応が必要 
△ 継続的な組織で管理する必要 

データの 
ダウンロード 

◎ サイト構築は容易 
△ 利用者はデータを

自ら GIS で操作
する必要 

案①： 各県個別にファイ
ルのダウンロードペ
ー ジを 作 成（ 現
状） 

案②： 林野庁等がダウンロードページを
作成し、全県分のデータをダウン
ロード可能とする。（国土数値
情報の森林版的なページ） 

WMS 等
で配信 

◎ 利用者はブラウザ
で簡易に利用で
きる 

△ システム構築はコ
ストがかかる 

案 ④ ： 各 県 が デ ー タ を
WMS 等で配信
し、利用者は自ら
の GIS で表示 

案③： 林野庁等が全県分のデータ収
集し、ポータルサイト的な Web-
GIS で表示・配信、ダウンロード
可能とする。 

案⑤： 各県が配信するデータをポータル
サイト的な Web-GIS で全国分
を表示、ダウンロード可能とする。 
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表 6-2 オープン化手法ごとのメリット・デメリット 

案 
公 開 

メリット デメリット 

①各県個別にファイルのダウ
ン ロ ー ド ペ ー ジ を 作 成
（現状） 

特別な投資が不要 
県独自データの公開が可能 

各県で対応（各県で進捗にばらつき
が出る） 
掲載できるデータ容量に制限 

②林野庁等がダウンロードペ
ージを作成し、全県分の
データをダウンロード可能
とする。（国土数値情報
の森林版的なページ） 

県の負担は少ない 
単一システム・統一仕様で整
備できる 
比較的短期間で整備可能  

各県からデータを収集 
データ更新の運用が硬直化 
仕様の統一が必要 
各県と林野庁等でデータを二重持ち 

③林野庁等が全県分のデー
タを収集し、ポータルサイ
ト的な Web-GIS で表
示・配信、ダウンロード可
能とする。 

県へ負担は少ない 
単一システム・統一仕様で整
備できる  

各県からデータを収集 
データ更新の運用が硬直化 
仕様の統一が必要 
整備に時間を要する 
各県と林野庁等でデータを二重持ち 

④各県がデータを WMS 等で
配信し、利用者は自らの
GIS で表示できる。 

県のタイミングでデータ更新が
可能 
県独自データの公開が可能 
データを各県と林野庁等で二
重持ちする必要がない 

各県でシステム構築が必要 
各県で進捗にばらつきが出る 

⑤各県が配信するデータをポ
ータルサイト的な Web-
GIS で全国分を表示、ダ
ウンロード可能とする。 

県のタイミングでデータ更新が
可能 
県独自のデータも対応 
データを各県と林野庁等で二
重持ちする必要がない 

各県でシステム構築が必要 
各県で進捗にばらつきが出る 

 

案 
利 用 

メリット デメリット 

①各県個別にファイルのダウ
ン ロ ー ド ペ ー ジ を 作 成
（現状） 

単一県のみのデータは見つけや
すい 
データの編集・解析が可能 

複数県データの所在が分かりにくい 
GIS 技術が必要 

②林野庁等がダウンロードペ
ージを作成し、全県分の
データをダウンロード可能
とする。（国土数値情報
の森林版的なページ） 

県域を越えた複数県のデータを
見つけやすい 
データの編集・解析が可能 

GIS 技術が必要 

③林野庁等が全県分のデー
タを収集し、ポータルサイ
ト的な Web-GIS で表
示・配信、ダウンロード可
能とする。 

複数県のデータを見つけやすい 
GIS 技術が不要 
データの編集・解析が可能 

 

④各県がデータを WMS 等で
配信し、利用者は自らの
GIS で表示できる。 

単一県のみのデータは見つけや
すい 
GIS 技術が不要 

複数県のデータの所在が分かりにくい 
GIS 技術が必要 
データの編集が不可 

⑤各県が配信するデータをポ
ータルサイト的な Web-
GIS で全国分を表示、ダ
ウンロード可能とする。 

複数県のデータを見つけやすい 
GIS 技術が不要 
データの編集・解析が可能 
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今後、森林情報のオープン化の方法を検討するにあたっては、利用者の属性（データ

の編集・解析のニーズ、GIS 技術の有無等）と利用目的の実現の調整が重要である。現

状では表 6-3 のようにターゲットごとにおける利用の方向性が想定されるが、それぞれ

の利用者のニーズと、利用者の規模感について調査し、体制を検討する必要がある。 

 

表 6-3 想定されるオープンデータの利用者と利用目的 

       利用目的 
ターゲット 

閲覧 加工 イノベーション 

林業・木材産業の事
業体 

∙ 県域を越えて活動する
事業体も増えている。 

― ― 

産
業
界 

森林分野 
∙ 自社のサービスに閲覧
機能を取り込む。 

∙ データを加工し新たな
付加価値を創出する。 

― 

新規参入 
∙ 森林投資などの事前調
査に利用する。 

― ― 

スタートアップ等 ― 
∙ 全国で利用可能なアプ
リを開発する。 

∙ 全く新しいイノベーシ
ョンを起こす。 

森林所有者 
∙ 森林現況を確認し、電
子申請などを行う。 

― ― 

 

 データの管理 

森林は成長や施業の実施等に伴い変化することから、オープンデータについても定期的

なデータ更新が必要となる。更新頻度としては、森林簿の更新に合わせて 5 年間程度で実

施することが想定される。なお、近年は、森林簿もシステム化されており、毎年更新を行

っている都道府県も増えており、そのような更新頻度にも対応する必要がある。 

各都道府県が個別にオープンデータ化する場合も、林野庁等が集約して、一括でオープ

ンデータ化する場合も、あらかじめ更新方法を想定したうえでデータの公開方法を検討す

る必要がある。なお、データを集約してオープンデータ化する場合は、都道府県ごとにデ

ータ更新の頻度が異なることも念頭に、全国単位でのデータ更新頻度、更新のタイミング

を調整することが必要である。なお、以下で述べるデータ形式の統一化作業が、更新のた

びに発生する可能性もあり、継続的なコストにも留意が必要である。 

 

 

6.2. データ作成について 

本実証では、モデル県等から入手したデータの形式を統一化し、公開用データに調整す

る作業を行った。作業上の課題として、データ形式の統一化作業と公開方式に合わせたデ

ータの作成の 2 点について以下にまとめる。 

 

 データ形式の統一 

オープンデータ化するにあたっては、全国統一の形式に揃えることで、データ利用や各

種アプリの開発等を促進することが肝要である。具体的には、集材経路の効率的な配置や
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森林施業団地の検討をするためにも、全国の民有林データと国有林データが連携し、同一

の内容で利用できることなどが望ましい。各都道府県が導入を進めている森林クラウドに

おいては、データのフォーマットや属性情報等が標準化されたデータを利用することが推

奨されているが、「森林資源データ解析・管理標準仕様書」の作成以前に実施された航空レ

ーザ計測などでは、都道府県ごとで独自の仕様が先行しており、改めてデータ形式を統一

することが難しい場合も想定される。 

利用者の利便性やオープンデータ化によるイノベーションの効果を期待する場合は全国

でデータ形式が標準化されていることが重要となるが、変換作業をデータを保有する各都

道府県や国有林で実施するか、オープンデータを公開する側で行うかは、費用負担の在り

方も含め調整が必要である。 

本事業の実証においては、森林簿情報等については「森林クラウドシステムに係る標準

仕様書」、航空レーザ計測データについては「森林資源データ解析・管理標準仕様書」に基

づいてデータを標準化した。今回の実証の中においても、モデル県から提供されたデータ

が標準仕様ではなく、変換作業にコストがかかったことが課題として挙げられた。 

 

 森林簿情報と林小班区画ポリゴンについて 

モデル県とした福島県・茨城県・栃木県の森林簿等は、いずれも「森林クラウドシステ

ムに係る標準仕様書」に準拠したものであり、民有林データにおいてはデータ作成に時間

は要さなかったものの、国有林データについては民有林における標準仕様への変換作業が

必要となった。 

標準化された森林簿であっても、モデル県ごとに公開する項目を異なって設定したもの

があったため、作業が複雑化したことも課題である。本実証で公開した項目は面積、樹種

など 6 項目に限定しているが、公開項目が増えれば、それに応じ変換作業も増えることに

なる。このような観点からも、全国統一的な公開項目とすることで、変換作業を効率化す

ることが可能になると考えられる。 

 

表 6-4 森林簿情報のオープンデータ化概算所要時間 

項 目 人工/県 

データの借用 1 人日 

加工準備 1 人日 

県単位での公開データ作成 1 人日 

国有林の標準森林簿への加工（1 県） 2 人日 

民有林範囲との統合、非公開項目の設定 1 人日 

 

 

 20m メッシュ森林資源量集計ポリゴンについて 

20m メッシュ森林資源量集計ポリゴンは、航空レーザ計測データから作成した単木デー

タをメッシュごとに集計して作成するものである。茨城県及び栃木県の単木データについ
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ては、「森林資源データ解析・管理標準仕様書」の標準仕様の属性項目とほぼ類似の属性情

報が格納されていたため、20m メッシュへの加工は比較的容易だった。 

細部を振り返ると、茨城県については、航空レーザ計測の実施年度が異なる単木データ

が含まれていたため、標準仕様が作成された以前の単木データを標準化する作業が必要と

なった。さらに、計測年ごとにメッシュ加工したうえで、一つのメッシュデータに統合す

る作業手順を経るため、複数年のデータから公開データを整備する場合は作業工程が増え

ることにも留意が必要である。 

なお、福島県については、本実証にあたり県から単木データを借用できず、借用できた

既存のメッシュデータ（10m メッシュ）から標準仕様の森林資源量集計ポリゴンを再整備

したため余計に作業工程がかかっている。 

 

表 6-5 20m メッシュ森林資源量集計ポリゴンデータ作成概算所要時間 

項 目 人工/県 

データの借用 1 人日 

加工準備 1 人日 

１レーザ成果当たりでの公開データ作成 2～3 人日 

レーザ成果間の重複の有無の確認 1～2 人日 

 

 

 公開方式に合わせたデータの作成 

本事業の実証においては、クローズド会員はダウンロード方式、オープン会員は Web-

GIS での閲覧方式とした。標準化したデータをさらに公開形式に調製する過程で明らかと

なった課題を以下に示す。 

 

 ダウンロード方式 

 API に最適化された Web サイト構築 

本実証においては、HTML コードで対応出来る範囲で Web サイトを作成するこ

ととし、市町村ごとにあらかじめ作成しておいたファイルに対してデータ取得 API

を設定した。対象が 3 県 128 市町村と限られていたため対応が可能であったが、全

国を対象とするなどデータ件数が多くなった場合は、データのダウンロードに先立

ち、API で必要とするデータの検索・抽出機能を設けるなど、より高度な Web サイ

トを構築する必要があり、環境構築に更なるコストが掛かることを念頭に置く必要

がある。他方で、データ件数を減らすべく、ひとつあたりのデータ容量を大きくす

ること（複数市町村で１つのデータとする等）も選択肢となり得るが、データ容量

が大きくなると利用者のダウンロード時間が長くなる、GIS に負荷がかかるなどの

支障も想定されるところであり、バランスを調整する必要がある。 
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図 6-1 本実証での県別ダウンロードページ 

 

 データを格納するサーバの検討が必要 

本実証では、試行的に、内閣府戦略的イノベーション創造的プログラム（SIP）第

２期「スマートバイオ産業・農業基盤技術」で構築されているスマートフードチェ

ーンプラットフォーム（SFP）にデータを格納して実証した。今後、森林情報のオ

ープンデータ化を本格的に進めていく上では、データの格納先となるデータサーバ

の確保についても検討する必要がある。地理空間情報のオープンデータ化を進めて

おり、都道府県による活用がみられる G 空間情報センターなど、既存のデータサー

バを活用することも効率的である一方、Web-GIS の構築までを想定し、ウェブサー

バとの組合せの在り方もあらかじめ検討しておくことが重要であると考えられる。 

 

 Web-GIS 方式 

 閲覧形式の検討が必要 

Web-GIS で配信可能なデータ形式としては様々なものがあるが、地理情報に対応

したWebAPIとしては、大きく分けてRESTful（Representational State Transfer）

API（表 6-6）と OGC（Open Geospatial Consortium）（表 6-7）がある。 

本実証で用いた ArcGIS Online は RESTful API に対応している。林小班区画ポ

リゴンの WEB 配信については、属性情報を表示できることを優先するため、フィ

ーチャサービスを選択した。赤色立体地図は WMTS 方式で配信されている地理院

タイルのデータを参照させた。アンケート結果では、本実証で構築した Web-GIS の

動作が遅い等の意見があったが、このような利用者側の通信環境が必ずしも良くな

いことも想定しつつ、表示速度（すなわちデータの軽量化）と表示機能をバランス

よく検討し、配信形式を選定することが重要である。 

OGC は「地理院地図」や「20 万分の 1 日本シームレス地質図」など公共的なデ

ータ配信サイトも採用している方式であり、普及が進んでいることから、今後比較

各ダウンロードファイルの API アドレスを個別に指定 
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検討することも必要である。 

 

表 6-6 RESTful API（Representational State Transfer）の配信形式の種類 

種類 機能 

フィーチャ サービス 
（Feature Service） 

 ベクター データを提供・利用することができるサービス。クライアント側
でクエリを実行してフィーチャの取得や編集が可能。 

シーン サービス 
（Scene Service） 

 3D データを提供・利用することができるサービス。I3S (Indexed 
3D Scene layer) 形式に準拠。 

イメージ サービス 
（Image Service） 

 ラスター データ（画像）を提供・利用することができるサービス。 
 ソースデータを隠蔽したままピクセル情報にアクセスが可能。ドローン・

航空写真・衛星画像等のリモートセンシングデータの管理・配信に
最適。 

タイル サービス 
（Tile Service） 

 マップをタイルのコレクションとして Web へ公開し、軽量なマップを配
信できるサービス。ラスターとベクターの 2 種類がある。 

 ラスタータイル: あらかじめ描画するマップ（キャッシュ画像）を作成
しておき、クライアントのリクエストにもとづいて描画させる画像を転送
する。描画速度は最速。作成後のスタイルの変更は不可。ベクター
タイルと比較して作成に時間を要す。 

 ベクタータイル: キャッシュをベクターデータで保持することにより、タイ
ル作成後にスタイルの変更が可能。描画速度はラスタータイルと比
較して劣るものの、タイルの作成時間はラスタータイルと比較して短
時間で可能。 

解析サービス 
 デスクトップで利用できる空間解析機能を Web サービスとして配

信・共有する。 
 代表例: ネットワーク解析、ホットスポット解析、ジオコーディング 

 

表 6-7 OGC（Open Geospatial Consortium）の配信形式の種類 

種類 機能 

WFS 
（Web Feature Service） 

 OGC の仕様に準拠するダイナミック フィーチャ サービス 
 フィーチャのジオメトリや属性にアクセスすることができるため、

空間解析や属性検索などを実行することが可能 
 Web 経由で、地理フィーチャを提供 

WMS 
（Web Map Service） 

 OGC の仕様に準拠するダイナミック マップ サービス 
 WMS サービスから返されるマップは画像のみで、実際のデ

ータは含まれていないため、WFS のように解析機能を利用
したり、属性にアクセスしたりすることはできない 

 Web 経由で、サーバー上で作成したマップを提供 

WMTS 
（Web Tile Map Service） 

 OGC の仕様に準拠するキャッシュ イメージ タイルのセット 
 ズームレベルごとに地図画像をタイル分割したデータを予め用

意してクライアントに配信するため、比較的負荷が少なく、マ
ップの描画が高速になる 

 Web 経由で、タイル状に分割されたマップ レイヤーを、複
数の縮尺でキャッシュ マップ タイルとして提供 

WCS 
 (Web Coverage Service)  

 Web でラスター データセットを共有するためのオープン仕様 
 データのピクチャを返すだけの WMS とは対照的に、解析や

モデリングの入力として使用できる形式でデータを返す 
 Web 経由で、ラスター データとセル値をラスター カバレッジ

として提供 

WPS  
(Web Processing Service)  

 Web 上で地理空間処理を提供および実行するための国
際仕様 

 ジオプロセシング サービスを公開して、さまざまなプラットフォー
ムやクライアントに認識させたい場合に役立つ 
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 Web-GIS での表示に対応した整飾 

Web-GIS上での視認性を確認しながら色設定やラベル表示などを検討する必要が

ある。Web-GIS のシステムによって機能上の制約が異なるため、使用する GIS プ

ラットフォームの選択には注意が必要である。なお、本実証では 1 県あたり 0.5 日

で整飾を実施した。 

 

 投影変換 

森林情報の多くは、投影座標系の平面直角座標系で作成されている。一方、Web-

GIS では全世界の地図を一度に表示させるため、地理座標系の Web メルカトル図法

などが用いられている。このため、森林情報を Web-GIS に表示させる際には投影変

換を行う必要がある。また、大面積のデータを投影座標系から地理座標系に変換す

ると誤差が発生する可能性があるため、実務上は国土基本図図郭等に区切って搭載

することが多い。ただし、誤差の解消に努めるほど追加的なコストを要することか

ら、どの程度の誤差が許容されるかについて、利用者側の Web-GIS の利用目的も踏

まえつつ、検討する必要がある。 

 

 

6.3. 費用について 

オープンデータのダウンロードサイトや Web-GIS の構築については、独自に新規構築

するのではなく、既存のサービスをうまく利用することでコストを低減することが可能と

なる。 

本事業の実証においては、ダウンロード方式のデータについてはスマートフードチェ

ーンプラットフォーム（SFP）、ポータルサイトとしては森林 GIS フォーラムが管理して

いる「羅森盤」を利用したため、サーバ費用は掛からなかった。 

ダウンロード方式の既存のオープンデータサイトとしては一般社団法人 社会基盤情報

流通推進協議会が運営母体となっている「G 空間情報センター」がある。 

実際の運用においては、近年はデータサーバ、アプリなど、分割したサーバを組み合

わせ、DB サービス、ストレージサービス、スクリプト実行のサービスを役割分担するこ

とで、性能とセキュリティを上げてコストを低減する試みが用いられるようになってい

る。 

Web-GIS のプラットフォームついては、本事業では ArcGIS Online を利用した。費用

については、初期導入に必要なライセンスと利用状況に応じて従量課金されるクレジット

で構成される。 

ライセンスは、使用できる機能とアプリを組み合わせた「基本ユーザータイプ

（Creator、GIS Professional の 2 種類）」、「従属ユーザータイプ（Viewer、Editor、

Mobile Worker の 3 種類）」の 5 種類のユーザータイプライセンスがあり、本実証では

Creator を用いている。ライセンス価格は表 6-9 のとおりである。 
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表 6-8  ArcGIS Online ライセンス価格（ESRI ジャパンホームページより） 

基本ユーザー タイプ 価格（1 ユーザー/1 年あたり） 

Creator 90,000 円（税込：99,000 円） 

GIS Professional Basic 150,000 円（税込：165,000 円） 

GIS Professional Standard 要問合せ 

GIS Professional Advanced 要問合せ 

従属ユーザー タイプ 価格（1 ユーザー/1 年あたり） 

Viewer 18,000 円（税込：19,800 円） 

Editor 42,000 円（税込：46,200 円） 

Mobile Worker 60,000 円（税込：66,000 円） 

 

 

クレジットは 1,000 単位で購入し、利用期限は、24 か月以内とされている。クレジッ

ト使用例と使用料について表 6-9 に示す。 

 

表 6-9 機能別のクレジット（Esri ArcGIS Online ホームページより） 

機能 使用例 クレジット使用量 

フィーチャ ス

トレージ 

ホスト フィーチャ レイヤーの

保存 

10 MB の保存で月 2.4 クレジット (1 時間単位の計算) 

画像ストレ

ージ 

ホスト イメージ レイヤーの 

保存 

タイル イメージの場合、ストレージ コストは 1 GB の保存で月 1.2 

クレジット (1 時間単位の計算) です。 

注意: 

タイル イメージ ストレージのクレジットは、保存される画像のサイズに

基づいて計算されます。 

ダイナミック イメージの場合、ストレージ コストは画像のサイズと数に

基づいて計算されます。 画像サイズのクレジットは 1 GB の保存で

月 1.2 クレジット (1 時間単位の計算) で、画像の合計サイズに

基づいて計算されます。 画像の総数については、クレジット コストは

次のようになります。 

∙ 1 ～ 10 の画像: 1 日につき 10 クレジット 

∙ 11 ～ 100 の画像: 1 日につき 20 クレジット 

∙ 101 ～ 1,000 の画像: 1 日につき 40 クレジット 

∙ 1,001 ～ 10,000 の画像: 1 日につき 80 クレジット 

∙ 10,001 ～ 100,000 の画像: 1 日につき 160 クレジット 

∙ 100,000 を超える画像: 1 日につき 320 クレジット 

ホスト フィー

チャ レイヤ

ーのコンテン

ツの保存 

Web マップの保存 

画像の保存 

フィーチャ コレクションの保存 

ArcGIS Pro から公開され

たベクター タイル レイヤーの

保存 

1 GB の保存で月 1.2 クレジット (1 時間単位の計算) 

タイル生成 ArcGIS Online を使用し

たタイル キャッシュの作成  

10,000 タイルの生成に 1 クレジット 

 

 

https://doc.arcgis.com/ja/arcgis-online/manage-data/publish-features.htm
https://doc.arcgis.com/ja/arcgis-online/manage-data/publish-imagery-layers.htm
https://doc.arcgis.com/ja/arcgis-online/reference/what-is-web-map.htm
https://doc.arcgis.com/ja/arcgis-online/reference/feature-layers.htm#GUID-304463C0-25BD-4FEA-8DD6-AD82F2C96B56
https://doc.arcgis.com/ja/arcgis-online/manage-data/publish-vector-tiles.htm
https://doc.arcgis.com/ja/arcgis-online/manage-data/publish-vector-tiles.htm
https://doc.arcgis.com/ja/arcgis-online/manage-data/manage-hosted-tile-layers.htm
https://doc.arcgis.com/ja/arcgis-online/manage-data/manage-hosted-tile-layers.htm
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その他の配信プラットフォームとして、MIERUNE BASE などがある。 

MIERUNE BASE は、（株）MIERUNE が開発したサービスである。組織内の GIS デ

ータを共有・閲覧でき比較的安価に提供できるサービスとして開発された。簡易に GIS

データを共有するためのプラットフォームは、オープンデータ提供にも応用可能である。 

価格は表 6-10 のとおりである。基本データ利用＋組織内のデータ整理の場合、データ

預かり、及び必要に応じて変換、MIERUNE サーバへのアップロード作業は（株）

MIERUNE が行うため、QGIS またはブラウザを起動して簡単に利用することができ

る。 

 

表 6-10 MIERUNE BASE 利用価格（MIERUNE ホームページより） 

項目 価格 

初期費用 100 万円 

データ利用料 10 万円／年 
(部署単位 10 端末程度) 

基本データ
利用 

初期費用 5 万円 

データ利用料 10 万円／年 
(部署単位 10 端末程度) 
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【巻末資料 1】 都道府県アンケート集計結果 
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【巻末資料 2】 クローズド会員アンケート集計結果 
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【巻末資料 3】 ポータルサイトにおける利用者アンケート集計結果 
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